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 7月22日、日本共産党道議団は、2025年度予算案と

国政課題について、12の省庁に対して107項目の要

望を届け、実現を求めました。 

 マイナ保険証の差別的運用の是正と資格確認書に

ついて質問。担当者は「マイナ保険証をもっている・

持っていないことで差別的診療や処方は省令上も法

令上も適切ではない」「マイナ保険証をもっている場

合、紐付けを解除すると、資格確認書が発行される」

との見解を確認しました。マイナ保険証がないと受診

できないと誤解するような広報を改め、正しく周知す

るよう求めたところ、今後検討すると回答しました。 

 札幌市で、生活保護費のやりくりで貯蓄した場合、

その理由を確認し、計画的支出を助言指導を行わない

まま、機械的に保護費を支給停止しようとする事例が

あり、きめ細かな行政指導を求めました。担当者は「保

護停止にはなりうるが、個々人で事情が違い機械的に

保護停止はしない。今後周知を徹底する」と回答。 

 全国に広がるPFASの検出に心

配の声が広がっています。実態

調査の実施と許容基準の厳格化

を求めました。担当者は関係者

から相談があれば技術的助言を

する、基準は検討結果によるも

のと答えるにとどまりました。 

 深刻なヒグマ被害対策交付金

の上限額の大幅引き上げを求め

ました。担当者は、生息状況調

査やセンサーカメラの設置など

を支援すると答え、「ハンター

の地域格差や不足は承知。８割

を国が補てんする特別交付税の

活用を」と回答。 

 7月12日、真下議員は、旭川市議団と上川総合振興

局に対して、2025年度予算案と道政上課題等につい

て現状を伝え、政策要望をしました。竹澤孝夫局長

らが対応しました。 

 円安に伴う物価高騰に歯止めがかかりません。物

価高騰対策、医療・介護・高齢者福祉、障がい者施

策、子育て支援、農業、地域交通、教育、防犯など

43項目について現状を伝え、改善を求めました。 

 鳥獣被害の駆除にあたるハンターからの銃弾や交

通費負担への支援要望、マイナ保険証をもっている

と資格確認書が届かないため一度紐づけを外す手続

きが必要と確認、宿泊税など、意見交換。旭川・上

川地域の振興に力を合わせましょうと応じました。 
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 東川町立小学校の残食の少ない

地元産の給食と多文化教育、士別

市の焼却しない屋内埋立一般廃棄

物処理場、音威子府の砂澤ビッキ

おさしまセンター、国立公園の指

定から50年となるサロベ

ツ・利尻・礼文国立公園

の自然環境保護と活用な

どについて調査・視察し

ました。（7/17～19） 

 田中昌幸深川市長と職員、JAきたそらち組合長はじ

め役員のみなさんから被害状況を聞きとりました。 

 水没した稲、風と雨で倒伏したそば、河岸のコン

クリート壁が投下した河川、浸水した道路などを調

査。河床掘削やダムの事前放流などについて要望を

聞きました。（7/26） 

 自治体のデジタル化が進められ

る一方、行政に集約される膨大な

個人情報が企業に提供されていま

す。個人を特定できないように加

工していると言いますが、企業の

営業やリクルートのためのビック

データとして使われています。 

行政の公共性と個人情報保護の行

政と役割、保育やマイナ保険証に

よる個人情報の扱いなどについて

学んできました。（7／20・21） 

 中国人強制連行事件殉難烈士慰霊祭が東川町で行われ、

参列しました。1944年9月、東川町の江卸発電所建設現場

に338名の中国人が強制連行される事件がありました。  

 当時、水稲北限だった田んぼの水温上昇を目的にした遊

水池建設に、中国人が使役され、過酷な労働と劣悪な環境

のため、連行途中を含め、88名が殉難したのです。 

 戦時中の歴史を思い起こしながら語り継ぎ、戦争を繰り

返すことがないよう平和と友好を誓い、慰霊の気持ちを表

しました。王根華中国駐札幌総領事も参加しました。   （7/7） 


